
市町村財政比較分析表(平成21年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [117,305円]
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給与水準   （国との比較）
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [9.15人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [22.5%]

類似団体内順位

120/128
全国市町村平均

11.2
高知県市町村平均

17.4

(%)

50.0

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

36.8

7.0

15.716.416.517.416.3

H21H20H19H18H17

22.5
23.523.424.523.4

将来負担の状況

将来負担比率 [228.0%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
状況

給与水準
   （国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

須崎市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。
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分析欄
【財政力】
長引く経済不況による地価の下落、雇用情勢の悪化により、市税等の税収が前年度に比べ約１
億７，０００万円の大きなマイナスとなった。そのため財政力指数は、単年度で０．３９２となり、一
般的に用いられる財政力指数（３ヶ年平均）においても０．４０２となり、類似団体平均（０．４５）よ
り低くなっている。財政力指数は基準財政収入額を基準財政需要額で除した値であり、指数値
が
高い（１に近い）ほど、財源に余裕があるということであり、平成２１年度は、前年度より下降した
こ
とになり、不況が財政状況に悪影響を及ぼしたことが窺がえる。国の緊急経済対策などによる経
済情勢の改善はまだまだ見えておらず、平成２２年度においても財政事情の悪化が懸念される。
今後とも新規課税客体の把握や徴収業務の強化による市税滞納額の圧縮等により自主財源の
確保に努める。

【財政構造の弾力性】
前年度に比べ市税収入額は大きく減額となった。また、地方譲与税、自動車取得税交付金、配
当
割交付金など各種交付金等も減額となった。普通交付税、地方消費税交付金においては、増額
となったもののその額はあまり大きくなかったが、臨時財政対策債が約１億３，０００万円増額と
な

常経費充当一般財源が減額となったことから結果として経常収支比率は改善された。しかしなが
ら、依然類似団体平均を上回っており、市税等一般財源の確保が厳しい状況が続いており、今
後とも行革大綱や公債費負担適正化計画などをもとに義務的経費の削減に努める。

【人件費・物件費等の適正度】
数次にわたる行政改革大綱や集中改革プランに基づき、定年退職者の不補充などによる人件
費の削減など徹底した歳出削減に努めた結果、平成２１年度決算において、前年度同様一人当
たりの決算額は、類似団体と比較して低くなっている。人件費においては、今後退職者数の増加
による退職金の増も予想されており、物件費等事業の見直しも含め歳出の抑制に引き続き取り
組んでいく。

【給与水準の適正度】
平成１６～２０年度にかけて一般職員の給与カットを実施し、ラスパイレス指数は全国市平均（９
８．８）より若干低くなっているが、類似団体平均よりは高くなっているが、乖離幅は若干縮小され
ている。今後も給与の適正化に取り組んでいく。

【将来負担の健全化】
懸案事業推進のため財源として発行した市債の残高は、平成２１年度末で約２２２億４，０００万

円となり、新規起債の発行額の抑制や繰上償還等により、ピーク時の平成１４年度（約２８７億
円）と比較すると約６４億６，０００万円、率にして２２．５％の減額となっていますが、その指標の
一つである将来負担比率で見てみると依然類似団体平均を大きく上回っており、今後も市債の
発行の抑制と公債費負担適正化計画による地方債管理を適正に行っていくよう努める。

【公債費負担の健全化】
起債の償還額が類似団体平均を大きく上回っている。また、実質公債費比率においては、単年
度も含め前年度より改善されたものの、依然高い水準で推移しており、今後とも、市債の新規発
行額の抑制や減債の取り崩しによる繰上償還も視野に入れ、できるだけ早い段階で、起債発行
協議団体の目安である１８％未満を目標に取り組みを進める。

【定員管理の適正度】
行政改革大綱による目標は、平成１９年度から平成２１年度までに、全体で２１人・７％を削減す
ることとしていたが、１９、２０年度で合計２１人の削減、平成２１年度までの３年間では２７人削減
の２２７人となり、目標値の２３６人を大きく上回る削減数となった。類似団体平均との比較でも下
回っており、今後とも定員管理の適正化に努め、人件費の削減と併せ、組織のスリム化、効率化
を図っていくとともに、定員削減による住民サービスの低下とならないよう努める。


